
第２号議案　令和６年度決算 及び 監査報告

        （単位：円）

　　　　　　　　科　　　　　　　　目
当年度

(A)
前年度

(B)
増  減
(A-B)

Ⅰ． 資 産 の 部

　　 1.  流 動 資 産

   　  　　 現 金 24,764 65,818 △ 41,054

　　　　　　普 通 預 金 8,661,647 7,651,006 1,010,641

　　　　　　前 払 金 139,084 367,766 △ 228,682

　　　　　　未 収 会 費 15,000 0 15,000

　　　　　　 流 動 資 産 合 計 8,840,495 8,084,590 755,905

     2.  固 定 資 産

　　　　　　 固 定 資 産 合 計 0 0 0

8,840,495 8,084,590 755,905

Ⅱ.  負 債 の 部

      1.  流 動 負 債

未 払 金 136,550 136,560 △ 10

　　　　　　前 受 金 498,000 633,000 △ 135,000

             流 動 負 債 合 計 634,550 769,560 △ 135,010

      2.  固 定 負 債

             固 定 負 債 合 計 0 0 0

634,550 769,560 △ 135,010

Ⅲ． 正 味 財 産 の 部

8,205,945 7,315,030 890,915

8,840,495 8,084,590 755,905

 正 　味 　財 　産

負債及び正味財産合計

 貸    借    対    照    表 

令和 ７ 年 ３ 月 ３１ 日  現 在

資 　産 　合　 計

負 　債 　合　 計



        （単位：円）

科　　目 摘　　要 金　　額

資  産

 1．流動資産

 　　　現　　金　 　現金手許有高 24,764

　 　　普通預金　　 　りそな銀行神田支店 8,661,647

　　　 前 払 金 　(令和7年度)　ボーリング講習会費用　（ﾃｷｽﾄ代，保険代 他） 139,084

未収会費 　賛助会員１社分 15,000

 2．固定資産 0

資　産　合　計 8,840,495

負債及び正味財産

 1．流動負債

　　　　未 払 金 　法人都民税 （令和6年度分） 70,000

　技術ノートNo.57　送料 56,540

　北南建勉強会　資料送料 1,254

　事務局用スイッチングハブ　２台 8,756

　　　　前 受 金 　(令和7年度) ボーリング講習会 参加費 (44名分) 498,000

 2．正味財産 8,205,945

負債及び正味財産合計 8,840,495

     財　　　産　　　目　　　録      

　    令和 ７年 ３月 ３１日 現在



（単位：円）

　　　           科    　　　　　目
予　算

(A)
決　算

(B)
増　減
(B-A)

①　正　 　会 　　員 0 50,000 50,000

②　特　 別　 会　 員 0 0 0

計　（①＋②） 0 50,000 50,000

③　正　 　会 　　員 5,832,000 6,174,000 342,000

④　特　 別　 会　 員 0 0 0

⑤　賛　 助　 会　 員 420,000 405,000 △ 15,000

　計（③＋④＋⑤） 6,252,000 6,579,000 327,000

⑥情報の提供事業

　・資料販売 0 0 0

⑦技術の向上に関する事業

　・現場見学会 会費 0 0 0

　・ボーリングマシン特別講習会 会費 900,000 1,135,000 235,000

　・土壌・環境関連講習会 会費　他 50,000 19,500 △ 30,500

計（⑥＋⑦） 950,000 1,154,500 204,500

   ４　　　雑　　　　　　収　　　　　　入 130,000 134,070 4,070

　　経常収益計 （1+2+3+4）　　〔A〕 7,332,000 7,917,570 585,570

（経常収益）

３
　
事
　
　
　
業
　
　
　
費

　　　　　 　正 味 財 産 増 減 計 算 書　　（予算比）

１
　
入
会
金

２
　
会
　
費

（令和6年4月1日～令和7年3月31日）



（単位：円）

予　算
(A)

決　算
(B)

増　減
(B-A)

 ① 人件費 765,000 765,000 0

 ② 事務所費 1,140,000 1,140,000 0

 ③ 普及啓発事業 (330,000) (220,753) (△ 109,247)

　　 ・ 自然災害・地盤災害の講演会・講習会 50,000 72,718 22,718

　　 ・ 地質調査業界への入職者勧誘活動 100,000 80,124 △ 19,876

　　 ・ 地質調査業界資料の配布・予算陳情等 180,000 67,911 △ 112,089

 ④ 情報の提供事業 (1,280,000) (1,197,530) (△ 82,470)

　　 ・ 地盤災害等の展示会 200,000 202,544 2,544

　　 ・ 東京都建設局各事務所との情報交換 60,000 80,883 20,883

　　 ・ 東京都との意見交換会 30,000 51,623 21,623

　　 ・ 技術ノート作成 850,000 799,620 △ 50,380

　　 ・ 防災協定等に関する事業

　　　　　　　防災訓練・会議への出席 5,000 500 △ 4,500

　　　　　　　災害対策セミナー （3団体合同） 80,000 56,909 △ 23,091

　　 ・ 協会パンフレット作成・増刷 50,000 907 △ 49,093

　　 ・ 問合せ対応 （取材等） 5,000 4,544 △ 456

 ⑤ 技術の向上に関する事業 (850,000) (774,700) (△ 75,300)

　　 ・ 現場見学会・講演会 0 0 0

　　 ・ 地質調査技術の勉強会

　　　　　　ボーリング特別講習会 750,000 753,260 3,260

　　　　　　土壌汚染調査関連　講習会・見学会 100,000 21,440 △ 78,560

 ⑥ 経営の近代化の促進等 (43,000) (43,012) (12)

　　 ・ 建設行政・経営等の講演会 13,000 13,012 12

　　 ・ 継続教育関連費 30,000 30,000 0

計（①～⑥） 4,408,000 4,140,995 △ 267,005

 ① 人 件 費 765,000 765,000 0

 ② 事務所費 1,140,000 1,140,000 0

 ③ 旅費交通費 210,000 207,860 △ 2,140

 ④ 賃 借 料 130,000 124,740 △ 5,260

 ⑤ 会 議 費 5,000 3,222 △ 1,778

 ⑥ 通信運搬費 140,000 91,868 △ 48,132

 ⑦ 印刷製本費 30,000 25,911 △ 4,089

 ⑧ 費用弁償 60,000 37,320 △ 22,680

 ⑨ 新聞購読料 104,000 103,200 △ 800

 ⑩ 広 告 料 0 0 0

 ⑪ 消耗品費 70,000 207,079 137,079

 ⑫ 租税公課 70,000 70,000 0

 ⑬ 雑　費 100,000 109,460 9,460

計（①～⑬） 2,824,000 2,885,660 61,660

7,232,000 7,026,655 △ 205,345

　　 当期経常増減額　　〔C＝A－B〕 100,000 890,915 790,915

7,315,030 7,315,030 0

7,415,030 8,205,945 790,915

（ 経常費用 ）

科　　目
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費

　　 正味財産期末残高　〔C＋D〕

　
　
　
　
２
 

管
　
　
理
　
　
費

　　 経常費用計　（１＋２） 　〔B〕

　　 正味財産期首残高　〔D〕



        (単位：円)

　　　  　　 科　　　　　　　　　目
当年度

(A)
前年度

(B)
増  減
(A-B)

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１. 経常増減の部

　 　（1）経常収益

入会金 50,000 50,000 0

会費収入 6,579,000 6,216,000 363,000

事業収入

　　情報の提供事業 0 0 0

　　技術の向上に関する事業 1,154,500 1,343,500 △ 189,000

(事業収入計) 1,154,500 1,343,500 △ 189,000

雑収入 134,070 140,064 △ 5,994

経常収益計 7,917,570 7,749,564 168,006

　　 （2）経常費用

事業費

　　人件費 765,000 756,000 9,000

　　事務所費 1,140,000 1,140,000 0

　　普及啓発事業 220,753 220,881 △ 128

　　情報の提供に関する事業 1,197,530 1,011,897 185,633

　　技術の向上に関する事業 774,700 948,558 △ 173,858

　　経営の近代化、資質の向上事業 43,012 41,922 1,090

(事業費計) 4,140,995 4,119,258 21,737

管理費

　　人件費 765,000 756,000 9,000

　　事務所費 1,140,000 1,140,000 0

　　旅費交通費 207,860 208,962 △ 1,102

　　事務諸費 702,800 503,220 199,580

　　租税公課 70,000 70,000 0

(管理費計) 2,885,660 2,678,182 207,478

経常費用計 7,026,655 6,797,440 229,215

　　　　当期経常増減額 890,915 952,124 △ 61,209

　　　　当期一般正味財産増減額 890,915 952,124 △ 61,209

　　　　一般正味財産期首残高 7,315,030 6,362,906 952,124

　　　　一般正味財産期末残高 8,205,945 7,315,030 890,915

Ⅱ 正味財産期末残高 8,205,945 7,315,030 890,915

　　 　　　　正 味 財 産 増 減 計 算 書　　（前年比）

(令和６年 ４月 １日  ～ 令和７年 ３月 ３１日)



 

＜ 注記事項 ＞ 

 

1. 継続事業の前提に関する注記 

該当する事項はなし 

2. 重要な会計方針 

1）人件費※、事務所費は、事業費(配賦費)と管理費へ半額計上。 

   ※人件費（給料手当，旅費交通費(定期代)，福利厚生費）については一括表示とした。 

2）正味財産増減計算書(前年比)の科目・管理費の｢事務諸費｣は、賃借料、会議費、通信運搬費、印刷製

本費、費用弁償、新聞購読料、広告料、消耗品費、雑費の金額が小額のため一括表示した。 

3）消費税の会計処理は、税込方式とした。 

4）(一社)関東地質調査業協会との取引内容（事務の年間委託契約） 

・人件費  年額 1,530,000 円 

・地代家賃  年額 2,280,000 円 

・電子通信費用 年額 30,000 円 

    ※ 昨今の物価高騰に伴い、事務作業に係るコストが増大しているため、令和 6 年度より事務委託契

約の金額が上記の通り改定された。 

5）担保に供している資産 

  該当する事項はなし 

6）保証債務等の偶発債務 

  該当する事項はなし 

 3. 協会が行う各事業の｢目的｣について 

【 1 】 地質調査についての普及啓発事業（定款第４条第１号事業） 

（目的）地質調査は、建物、構造物、地下水、地震及び軟弱地盤等を通じて都民生活に深いかかわり

を持っている重要度に比較して、一般社会の理解度が低いという現状があることから、地質

調査の知識を一般都民へ直接提供し、地質調査と都民生活との重要な関係について都民の理

解を深めることを目的とする。 

【 2 】 地質調査についての情報の提供に関する事業（定款第４条第２号事業） 

（目的）地質調査に関心と理解を持つ個人や団体に新たな情報を提供し、その提供先から、その提供

した情報に関する見解や関連情報を入手することにより、新たに価値ある情報を創造するこ

とを目的とする。 

【 3 】 地質調査技術の向上に関する事業（定款第４条第３号事業） 

（目的）複雑で過密化した困難な条件の下での建設事業の施工に伴ういかなる困難な技術的要請にも

応えられるように、地質調査の技術の向上を目的とする。 

現場の地形、地質事例を通じ、技術力の向上を図る。また、防災安全講演会等を開催し国や

都の法令の変更に際し、会員･非会員へ知らせる。 

【 4 】 地質調査業者の経営の近代化の促進及び資質の向上に関する事業（定款第４条第４号事業） 

（目的）地質調査業者の多くが中小企業であるため、経営の近代化を促進し、合理的な経営を進め、

財務体質を強化するとともに人材を確保することを目的とする。 

企業の近代化を促進し、優れた人材の確保を行い、かつ、地質調査の公益性に伴う社会的使

命に対する意識の高揚を図り、地質調査業者の資質を向上し良質の成果品を提供する。 

以上 




